
様式 C-19 
 
 
 

科学研究費補助金研究成果報告書 
 

 

平成 25 年 5 月 31 日現在 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）：東アジアでは，民主化及び民主的制度の導入，外国からの環境援助・

CDM は，国内の環境ガバナンスの強化に一定の役割を果たしたものの，環境悪化の根源的な要

因となっている輸出主導型工業化・成長戦略を転換させることはできなかった．この結果，越

境環境問題も深刻化しているが，その半面，経済的な相互依存が深化しているため，地域環境

ガバナンスや地域貿易協定や地域炭素市場の創設などの効率的な問題解決手段を導入する機械

を生み出している．しかし実際には，主要国の経済利益との不一致と環境規範の相違に起因す

る問題認識の相違により，実現できなかった． 

 
研究成果の概要（英文）：Democratization, democratic institutions, foreign aid and CDM have 
pushed environmental governance to emerge in East Asia, but cannot address the underlying 
cause of environmental degradation there: the export-oriented economic growth. This has 
caused serious trans-boundary environmental pollution. But deepening inter-dependence 
provides opportunity to emerge regional environmental governance, regional free trade 
area and regional carbon market as an efficient regional policy instrument. In reality, 
however, conflicting economic interests among major countries, coupled with different 
environmental norms disabled to realize them. 
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2006 年度 12,600,000 0 12,600,000 

2007 年度 12,600,000 0 12,600,000 
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2009 年度 12,600,000 0 12,600,000 
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１．研究開始当初の背景 
 本研究課題は，経済面・環境面での相互依

存関係が進む東アジア地域で、ナショナルレ
ベル及びローカルレベルの貧困削減や環境
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汚染の克服，リージョナルレベルの物質移
動・循環，及びグローバルレベルの気候変動
問題の連関性を念頭に置きつつ，その全ての
面で持続可能な発展を実現するための環境
政策と制度，地域間国際協力のあり方、及び
具体的なプロジェクトを構想し，検討するこ
とを目的としている． 
 具体的には，東アジアの経済発展・相互依
存関係の深化に伴う環境負荷の変化やそれ
へのリージョナル・ナショナル・ローカルレ
ベルの政策対応の変化を定量分析と比較制
度分析を用いて行うとともに，中国とタイを
対象として，グローバルレベルの気候変動問
題への対応がナショナル及びローカルレベ
ルの環境汚染や貧困削減を同時にもたらす
プロジェクトを構想し，そこから生じる様々
な便益とその帰着を評価し，実現可能性を検
討する． 
 申請者のうち，稲田・藤川・林・楠部・森
の 4 名は，2002-05 年度に，内閣府経済社会
総合研究所国際研究（代表：植田和弘・京都
大学大学院経済学研究科教授）の中で，中国
の持続可能な発展に寄与するものにすると
の観点から日中間の CDMプロジェクトの実現
可能性を検討してきた．また森は，2003-05
年度に科学研究費補助金で，タイ及び中国に
対する環境 ODAの効果に関する検討を行って
きた．さらに兒山は，中国及び東南アジアの
交通政策に関する研究を行ってきた．本研究
は，これらの研究成果を上記の連関性を踏ま
えて具体的に発展させるものと位置づける
ことができる． 
 本研究課題の重要な部分を占める日中間
の CDM 事業の研究は，申請者らの他，慶応大
学のグループ及び東北大学のグループが先
駆的に行ってきた．しかし慶応大学のグルー
プは主として石炭燃焼の効率化及び植林を，
東北大学のグループは製鉄所のコークス炉
の改善を対象としており，バイオガスや都市
内公共交通は対象としていない，しかもその
評価もプロジェクトの実現可能性という点
に限定されており，地域の環境改善や生活の
質の改善を同時に実現するという面の観点
を持っていない．さらに，グローバル化によ
る産業構造の変化や財政構造の変化との連
関，地域間格差の解消という東アジアで持続
可能な発展を実現する上での鍵との連関に
関する分析も必ずしも十分ではない．この点
で，本研究課題が克服すべき課題が大きく残
されている． 
 
２．研究の目的 
 本研究課題は，経済面・環境面での相互依
存関係が進む東アジア地域で、ナショナルレ
ベル及びローカルレベルの貧困削減や環境
汚染の克服，リージョナルレベルの物質移
動・循環，及びグローバルレベルの気候変動

問題の連関性を念頭に置きつつ，その全ての
面で持続可能な発展を実現するための環境
政策と制度，地域間国際協力のあり方、及び
具体的なプロジェクトを構想し，検討するこ
とを目的としている． 
 具体的には，東アジアの経済発展・相互依
存関係の深化に伴う環境負荷の変化やそれ
へのリージョナル・ナショナル・ローカルレ
ベルの政策対応の変化を定量分析と比較制
度分析を用いて行うとともに，中国とタイを
対象として，グローバルレベルの気候変動問
題への対応がナショナル及びローカルレベ
ルの環境汚染や貧困削減を同時にもたらす
プロジェクトを構想し，そこから生じる様々
な便益とその帰着を評価し，実現可能性を検
討する． 
 同時に，東アジアを地域として対象として
いることから，各国だけでなく地域環境ガバ
ナンスの生成と課題についても明らかにす
る． 
 
３．研究の方法 
 第 1 に，東アジアの経済発展と環境負荷の
相互関係については，GTAP 及び GTAP-E によ
る応用一般均衡分析を用いて，定量的に関係
を明らかにする． 
 なお，東アジアの貿易自由化の環境・経済
効果の分析も GTAP 及び GTAP-E による応用一
般均衡分析を用いて行う． 
 第 2 に，東アジア各国及び地域の環境ガバ
ナンスの生成，環境政策の進展，経済政策の
分析手法だけでなく，国際関係論，政治学の
方法論を取り入れ，環境政策統合の視点を組
み入れた検討を行う．文献調査を基本としな
がらも，現地の政府や研究機関への聞き取り
調査や合同セミナーを通じて知見を蓄積し，
検討に反映させる．また NGO による環境政策
の国際普及については，Tews らの一連の研究
を参照しつつ，東アジアでの実態を象徴的な
事例を取り上げて解明する． 
 第 3 に，国際環境援助や CDM などの気候変
動問題に関する資金メカニズムのローカル
レベルでの効果の検証については，現地政府
や研究機関，NGO との協力を基に現地調査を
行い，データ収集を行って定量的な分析を行
う．特に農村における CDM 事業の効果に関し
ては，農家を対象としたアンケート調査を行
い，地域による受益の相違を明らかにする． 
 
４．研究成果 
 本研究では，2006-2012 年度の 7 年間に，
代表者・分担者により，個別的には，雑誌論
文 45 編，編著図書 8 編，図書収録論文 112
編を公表してきた．このうち，研究班として
まとまって公表した成果は，和文図書『東ア
ジアの経済発展と環境政策』及び英文図書
Environmental Governance for Sustainable 



 

 

Development in the East Asian Region に所
収した． 
 また，研究プロジェクトの成果の 1つとし
て ， 英 文 書 籍 Democratization, 
Decentralization and Environmental 
Governance in Asia, Kyoto: Kyoto 
University Press（Mori A., ed, 2012 年）
を公表するとともに，特定領域研究横断型の
研究の成果として，『温室効果ガス 25%削減：
日本の課題と戦略』（森 晶寿・植田和弘編
著，2010 年）及び『東アジアの環境政策』（森 
晶寿編著，2012 年）を出版した． 
 『東アジアの経済発展と環境政策』では，
主として以下 3つの知見を得た．第 1に，グ
ローバル化の進展に伴って深まった東アジ
ア域内の経済面・環境面での相互依存関係は，
既存の経済発展方式を前提として進展した
ことで，付加価値を米国や欧州などのアジア
域外に漏出させ，これまで主に米国が負担し
ていた環境負荷を引き受けるという窮乏化
成長とも呼ぶべき成長をもたらしたことを，
産業連関分析を用いた定量分析から明らか
にした． 
 第 2 に，欧州では持続可能な発展を促すも
のとしてエネルギーや交通などの部門政策
や地域開発政策への環境保全の統合が推進
されてきたが，東アジアでも上海の統合的交
通政策や韓国の持続可能な発展戦略など，統
合化された政策が導入された事例が見られ
る．しかし韓国では政権交代後に骨抜きされ，
中国の統合的交通政策は例外的に容認され
たものでしかなく，また循環経済政策は経済
成長を別の形態で推進する手段であるため，
環境保全への政策統合が対象部門を拡大し，
持続的に推進されていく保証はないことが，
文献及び現地調査の結果，明らかになった． 
 第 3 に，気候変動緩和の手段であるクリー
ン開発メカニズム（CDM）を途上国の地域の
環境問題解決や持続可能な発展の観点から
活用すると，シミュレーション分析上は両方
の便益を生み出すことは可能であるものの，
実際には経済性と環境改善の間や，事業の収
益性と地域の環境改善・社会開発の間に二律
背反を生じ，それを克服することは容易では
ないことが，現地調査とそれに基づいた CDM
プロジェクトのシミュレーション分析から
再確認された．このことから，CDM プロジェ
クトが気候変動緩和と地域の持続可能な発
展との間での相乗効果の実現は，立地条件と
その社会的文脈に大きく左右されることが
示唆された． 
 Environmental Governance for 
Sustainable Development in the East Asian 
Regionでは，主として以下4つの知見を得た． 
 第 1 に，冷戦時代体制維持のために権威主
義的開発体制を構築した東アジアでは，政治
エリート及び経済エリートの環境悪化や危

機に対する認識や経済的利害が環境ガバナ
ンスの供給に決定的な役割を果たしてきた．
民主化及び民主的制度の導入，外国からの環
境援助は，国内の環境ガバナンスの強化に一
定の役割を果たしたものの，環境悪化の根源
的な要因となっている輸出主導型工業化・成
長戦略を転換させることはできなかった． 
 第 2 に，東アジアでは経済的な相互依存が
深化し越境環境問題も深刻化しており，地域
連携による経済面及び温室効果ガス削減で
の効率性上昇の便益は大きいものの，アジア
経済危機克服以降は，経済面においても環境
面においても，地域連携の試みは，主要国の
経済利益に合致せず，環境規範の相違に起因
する問題認識の相違も大きかったことから，
崩壊した． 
 第 3 に，地球規模の気候ガバナンス及び規
範は，東アジアの政治・経済エリートの認識
及び国際関係上の利害を変化させただけで
なく，そのエネルギー問題や森林伐採問題と
の相互関係，及び CDM や REDD などの新たな
資金メカニズムの経済効果により，環境政策
実施の費用と便益を変化させ，輸出主導型工
業化・成長戦略に変化をもたらしつつある． 
 第 4 に，東アジアにおいても，政府・民間
部門・市民社会が協働で問題解決方法を提供
するハイブリッド型環境ガバナンスが進展
してきた． 
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